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編 章 具体的内容 

第２編 

ブロードバンド

普及促進のため

の競争政策の在

り方について 

第３章 

モバイル市場の

競争促進 

  「モバイル市場において、事業者間の競争を一層促進し、サービスの多様化と料

金の低廉化を図ることが必要である」(「答申(案)P91」)との認識に賛同致します。

なお、モバイル市場の活性化にあたっては、携帯電話事業及びこれと競争関係にあ

る PHS 事業間の公正競争確保の観点から、両者に適用される競争ルールを同等のも

のとするべく、関連する法制度の見直しを行なっていく必要があると考えます。 

 

 携帯電話事業者と PHS 事業者が提供する音声サービス、データ通信サービスは、

利用者にとって代替性の認められるものであり、両者は競争関係にあるものと考え

られます。また、現在 PHS 事業を展開するウィルコム社の契約数は 400 万件を超え

ており、携帯電話事業者の中で 4番目の契約数を有するイー・アクセス社の契約数

を超える水準となっております。しかしながら、現在、全ての携帯電話事業者は、

接続料の算定等にあたり「第二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライ

ン」を踏まえた積極的な対応を行うことが適当とされている一方、PHS 事業者につ

いては同様の競争ルールの適用は行われておりません。 

 

 このような状況を踏まえ、総務省においては、携帯電話事業者と PHS 事業者間の

公正競争環境を確保する観点から、電気通信事業法及びこれに基づく累次の競争ル

ールの中で、携帯電話と PHS に適用される規制を同等のものとするべく、制度設計

の見直し等を行うことが求められると考えます。 

 

なお、上記ガイドラインへの対応にあたっては、法制度上の位置づけに拠らずと

も、PHS 事業者自らが自発的に取組むことが期待されるものと考えます。 
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１ ネットワー

クレイヤーのオ

ープン化 

（１）第二種指定

電気通信設備制

度の見直し 

「二種指定設備制度に係る規制の適用対象を見直し、拡大することにより、モバ

イル市場における電気通信事業者間の交渉力の不均衡の問題に対応し、公正競争環

境を確保することが適当である」(「答申(案)」P96)との考え方に賛同致します。 

 

 なお、「二種指定電気通信設備制度の運用に関するガイドライン」においては、「接

続約款の届出を行う際に、原則として別表第２の様式により、総務省に対して算定

根拠を明らかにすることが適当である。なお、接続料の算定根拠が示された場合に

は、総務省は、当該接続料の算定がガイドラインに示す考え方に沿ったものである

か否かについて、必要な検証を行うこととする」とされております。 

 

既に各社より指摘のある通り、新たに二種指定の対象となることが想定されるソ

フトバンクモバイル社の接続料水準は、2010 年度適用分について一定の低減がなさ

れたものの、他の携帯電話事業者との接続料水準の格差は、むしろ拡大しておりま

す。このような状況を踏まえると、ソフトバンクモバイル社の接続料の透明性を確

保するためには、上記ガイドラインの趣旨に基づき、同社が自らの接続料算定根拠

を明らかにし、総務省において同社の接続料算定がガイドラインに則ったものであ

るか否かの厳密な検証を行うことは必須であると考えます。 

 

 




